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	 　採石業を行うには、採石法に基づく採石業者登録を受け、次に採石を行うに当たって必要な
 様々な他法令の許認可などを受けるとともに、岩石採取計画の認可を受けなければなりません。



この編では、登録の手続きについて述べています。
１　提出窓口
	　〒780－8570
　　　　　　高知市丸ノ内１丁目２番20号
　　　　　　高知県　商工労働部　工業振興課　（県庁　５階）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ　０８８（８２３）９７２０  直通
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　０８８（８２３）９２６１



２　採石業者登録申請手数料
	　採石業者登録申請書（様式第１）に、18,000円分の高知県収入証紙を貼り付けてください。



３　審査基準
	　採石法に基づいて行いますが、法第32条の４に規定されている拒否要件に該当するときは、登録を拒否することになります。



４　標準処理期間
	　整備された採石業者登録申請書が提出されてから登録等の行政処分を行うまでに要する期間は、15日間です。



５　その他
　(１)　採石業務管理者の資格は、各都道府県で毎年行われる試験によって取得することができます。
　(２)　採石業者登録簿に登録したときは、申請者に登録の通知をします。
　(３)　採石業者登録をしただけでは、まだ、岩石の採取を行うことはできません。岩石採取計画の
      認可処分を受けることが必要です。
　(４)　登録事項の変更があった場合は、登録事項変更届書（様式第７）に必要な書類を添付して届
 　　 け出てください。
(５)　各種申請書等について、押印省略する場合、書類上に発行責任者及び担当者の氏名、連絡先（電話番号）を記載してください。なお、発行責任者と担当者は同一人物でも差し支えありません。
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	緊急措置命令等（第33条の13）
 （イ）災害の発生が急迫している場合の具体的措置命令
 （ロ）本法違反の場合の具体的措置命令



                                      採　石　法（抜粋）
（登録） 法第32条
	　採石業を行おうとする者（※１）は、当該業を行おうとする区域を管轄する都道府県知事の登録（※２）を受けなければならない。



　解説：（※１）「採石業を行おうとする者」とは、営利、非営利の目的の如何を問わず、岩石の採取行為を反復継続的に行おうとする者をいう。
　　　　（※２）「登録」本条の登録は、採石業を行おうとする者として受けた登録であり、同一都道府県の区域内であれば岩石採取場の数に関係なく一事業主体につき一登録が必要である。ただし、一の都道府県の登録を受けた場合であっても、他の都道府県の区域内で採石業を行おうとする場合には、当該都道府県において別途の登録が必要である。
（登録の申請） 法第32条の２
	１　前条の登録を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を都道府県知事に提出しなければならない。
　一　氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名
　二　事務所（※１）の名称及び所在地並びにその事務所に置く採石業務管理者(以下「業務管理者」（※２）という。）の氏名
　三　法人にあっては、その業務を行う役員の氏名
２　前項の申請書には、前条の登録を受けようとする者が第32条の４第１項第１号から第５号まで及び第７号に該当しない者であることを誓約する書面その他の経済産業省令で定める書類を添付しなければならない。



　解説：（※１）「事務所」とは、採石業の実施について、一定以上の範囲において独立の決定権を有する責任者の所在する場所であり、かつ、その場所で継続的に業務が行われる性格のものをいい、具体的には、例えば、岩石採取計画の立案、申請及び実施等を行う場所がこれに該当する。
　　　　（※２）「業務管理者」についての注意
　  　　　（1）　申請書に記載する業務管理者の数は１名以上とし、複数の場合にあっても各業務管理者は、単独で対象岩石採取場について、法第32条の12（業務管理者の義務等）の規定に基づく義務等を完全に遂行しうるものでなければならない。
　  　　　（2）　採石業を行おうとする者（法人にあっては、その業務を行う役員、ただし業務の監査に当たる者を除く。）自身が業務管理者となることは妨げない。
    　　　（3）　業務管理者は、他の事務所又は他の採石業者の業務管理者となることは、業務管理者制度の創設趣旨上認められない。
（登録の申請） 規則第８条
	１　法第32条の２第１項の規定により法第32条の登録の申請をしようとする者は、当該業を行おうとする区域を管轄する都道府県知事に様式第１による申請書を提出しなければならない。
２　法第32条の２第２項の経済産業省令で定める書類は、次に掲げるとおりとする。
　一　法第32条の登録を受けようとする者（以下本項において「申請者」①という。）が法第32条の４第１項第１号から第５号まで及び第７号に該当しない者であることを誓約する書面
　二　事務所に置く業務管理者が業務管理者試験に合格した者又は法第32条の４第１項第６号ロの規定による認定を受けた者であることを証する書面②
　三　事務所に置く業務管理者が法第32条の４第１項第１号から第４号までに該当しない者であることを誓約する書面
　四　事務所に置く業務管理者が申請者又はその従業員（申請者が法人である場合には、その法人の業務を行う役員を含む。③）であることを証する書面④及び当該業務管理者の住民票（都道府県知事が住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第30条の８第１項の規定により当該業務管理者に係る同法第30条の５第１項に規定する本人確認情報を利用することができないときに限る。）
　五　申請者が法人である場合は、その法人の登記事項証明書
　六　申請者（申請者が法人である場合には、その法人の業務を行う役員）及び事務所に置く業務管理者の生年月日を証する書面⑤



　解説： ①「申請者」には、法人の場合当然に代表者もその業務を行なう役員の一人として該当するの　　　　　で、申請書の「3　法人にあっては、その業務を行う役員の氏名」欄に、法人の代表者も他の　　　　　業務を行なう役員とともに氏名を記載すること。
②「証する書面」とは、業務管理者試験合格証又は業務管理者認定証を複写したもので足り、　　　　　知事の証明書は必要でない。
③「業務を行う役員」とは、株式会社の取締役、合名会社及び合資会社の業務執行社員、公益　　　　　法人の理事、組合の理事等をいい、業務の監査に当たる者例えば株式会社の監査役、組合の　　　　　監事等は含まれない。
④「証する書面」とは、雇用証明書又は雇用契約書の写しとする。
⑤「生年月日を証する書面」とは住民票の写しをいい、併せて様式Ｃ及び法人の場合は様式Ｄにより該当する者全てを記し提出すること。ただし、住民票に記載の住所地が高知県内の場合は、住民票の写しを省略できるものとするが、所在地と実際の居所が異なる場合は、別に居所を示す書類を求めることがある。
（登録及びその通知） 法第32条の３ 
	１　都道府県知事は、第32条の登録（※１）の申請があつたときは、次条第１項の規定により登録を拒否する場合を除くほか、前条第１項各号に掲げる事項並びに登録の年月日及び登録番号を採石業者登録簿に登録しなければならない。
２　都道府県知事は、前項の規定により登録をしたときは、遅滞なく、その旨を申請者に通知しなければならない。



　解説：（※１）「登録」とは、一定の法律事実又は法律関係を行政庁に備える特定の帳簿に記載することをいい、その効果としては一般的には第三者に対する対抗力の発生要件となっているが、本条の登録は、法第33条（採取計画の認可）に規定する採取計画の認可申請をすることができる地位を有する効果が発生し、その登録の効力発生時期は、申請時又は申請受付時でなく登録権者が所定の事項を登録簿に記載したときである。
（登録の拒否） 法第32条の４
	１　都道府県知事は、第32条の登録を受けようとする者が次の各号のいずれかに該当するとき、又は第32条の２第１項の申請書若しくはその添付書類に重要な事項について虚偽の記載があり、若しくは重要な事実の記載が欠けているときは、その登録を拒否しなければならない。
　一　ここの法律の規定により罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から２年を経過しない者
　二　第32条の10第１項の規定により登録を取り消され、その取消しの日から二年を経過しない者
　三　第32条の登録を受けた者（以下「採石業者」という。）であって法人であるものが第32条の10第１項の規定により登録を取り消された場合において、その処分のあった日前30日以内にその採石業者の業務を行う役員であった者でその処分のあった日から２年を経過しないもの
　四　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（第７号において「暴力団員等」という。）
五　法人であって、その業務を行う役員のうちに前各号のいずれかに該当する者があるもの
　六　その事務所ごとに、次に掲げる者であって第１号から第４号までに該当しないものを業務管理者として置いていない者
　　イ　採石業務管理者試験（以下「業務管理者試験」という。）に合格した者
　　ロ　イに掲げる者と同等以上の知識及び技能を有すると都道府県知事が認定した者
　七　暴力団員等がその事業活動を支配する者
２　都道府県知事は、前項の規定により登録を拒否したときは、遅滞なく、その理由を示して、その旨を申請者に通知しなければならない。



（承継） 法第32条の６
	１　採石業者がその事業の全部を譲り渡し（※１）、又は採石業者について相続（※２）、合併（※３）若しくは分割（その事業の全部を承継させるものに限る。）（※４）があったときは、その事業の全部を譲り受けた者又は相続人（相続人が２人以上ある場合において、その全員の同意により事業を承継すべき相続人を選定したときは、その者）、合併後存続する法人若しくは合併により設立した法人若しくは分割によりその事業の全部を承継した法人は、その採石業者の地位を承継（※５）する。ただし、当該事業の全部を譲り受けた者又は相続人（相続人が２人以上ある場合において、その全員の同意により事業を承継すべき相続人を選定したときは、その者）、合併後存続する法人若しくは合併により設立した法人若しくは分割により当該事業の全部を承継した法人が第32条の４第１項第１号から第５号まで又は第７号のいずれかに該当するときは、この限りでない。
２　前項の規定により採石業者の地位を承継した者は、経済産業省令で定めるところにより、遅滞なく、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。



　注意：採石業者に関し、承継が認められるのは、事業の全部の譲渡の場合並びに一般承継のうち相続　　　及び会社合併の場合に限られる。
  解説：（※１）「事業の全部を譲り渡し」（事業の全部譲渡）とは、商法上の営業譲渡とは別に解されるべきもので、採石法において採石業者としての地位を得るために必要とされる要件をすべて充足する形で事業を譲渡した場合を指すものと解釈する。従って、例えば、被承継人が土地の賃借又は採石権の賃借に基づいた認可採取計画のもとで採石業を行っている場合においては、承継人がこれらの賃借権の移転を受け、当該土地において岩石の採取を行うことについて権限を有すること又は権限を取得する見込みが十分であることが必要であり、これに該当しない場合には採石業者の地位の承継は認められない。

（※２）「相続」は、被相続人の死亡により、その財産に属した一切の権利義務を相続人が承継する（民法896条）こととなる。

（※３）「合併」は、合併の登記によりその効力を生じ、これとともに「合併後存続する法人」（吸収合併の場合）、若しくは「合併により新設した法人」（新規合併の場合）が、消滅した法人に属した一切の権利義務を承継する（商法第103条、第416条）こととなる。

（※４）「分割」は、分割の登記によりその効力を生じ、これとともに「分割後当該事業を存続する法人」（吸収分割の場合）、若しくは「分割により新設した法人」（新規分割の場合）が、分割した法人の一切の権利義務を承継する（商法第103条、第416条）こととなる。
（※５）「採石業者の地位の承継」とは、単に登録を受けた地位のみならず、法第33条の規定に基づく「採取計画の認可」を受けた地位その他被承継人が承継前に有していた本法に基づく権利、義務をすべて承継することをいう。
（承継の届出） 規則第８条の３
	１　法第32条の６第２項の規定により採石業者の地位の承継の届出をしようとする者は、当該届出をしようとする者の登録をした都道府県知事に様式第３による届書を、当該承継に係る採石業の登録をした都道府県知事に様式第４による届書を提出しなければならない。
２　前項の届書には、次の書面を添付しなければならない。
　一　法第32条の６第１項の規定により採石業者の事業の全部を譲り受けて採石業者の地位を承継した者にあっては、様式第４の２による書面及び事業の全部の譲渡しがあつたことを証する書面①
　二　法第32条の６第１項の規定により採石業者の地位を承継した相続人であって、二以上の相続人の全員の同意により選定されたものにあっては、様式第５による書面及び戸籍謄本
　三　法第32条の６第１項の規定により採石業者の地位を承継した相続人であって、前号の相続人以外のものにあっては、様式第６による書面及び戸籍謄本
　四　法第32条の６第１項の規定により合併により採石業者の地位を承継した法人にあっては、その法人の登記事項証明書
　五　法第32条の６第１項の規定により分割により採石業者の地位を承継した法人にあっては、様式第６の２による書面、事業の全部の承継があったことを証する書面及びその法人の登記事項証明書
　六　承継人が法第32条の４第１項第１号から第５号まで及び第７号に該当しないことを誓約する書面
　七　承継人（承継人が法人である場合には、その法人の業務を行う役員）の生年月日を証する書面②



　解説：①「事業の全部の譲渡しがあったことを証する書面」とは、承継人が当該土地において岩石の　　　　採取を行うことについて権限を有すること又は権限を取得する見込みが十分であることを示す　　　　書面であり、下記の書面に準ずるものとする。
　 　 　(1)「権限を有することを示す書面」とは、
     　　 　ア　自己の土地で岩石の採取を行おうとするときは、当該土地に係る登記簿の謄本
     　　　 イ　他人の土地で岩石の採取を行おうとするときは、当該土地において岩石を採取する旨を内容とする土地所有権者、その他土地に関し第三者に対抗する権利を有する者等と申請者との間の契約書又は同意書の写し
　　　　(2)「権限を取得する見込みが十分であることを示す書面」とは、例えば当該土地の売買の予約

が成立しているような場合における予約契約書の写し
　　　②「生年月日を証する書面」とは住民票の写しをいい、併せて法人の場合は様式Ｄにより該当する者全てを記し提出すること。ただし、住民票に記載の住所地が高知県内の場合は、住民票の写しを省略できるものとするが、所在地と実際の居所が異なる場合は、別に居所を示す書類を求めることがある。
（変更の届出） 法第32条の７
	１　採石業者は、第32条の２第１項各号に掲げる事項に変更があつたときは、遅滞なく、その旨をその登録をした都道府県知事に届け出なければならない。
２　第32条の２第２項の規定は、前項の規定による届出に準用する。



（登録事項の変更の届出） 規則第８条の４
	１　法第32条の７第１項の規定により変更の届出をしようとする者は、様式第７による届書を法第32条の登録をした都道府県知事に提出しなければならない。
２　前項の場合において、当該届出に係る変更が法人の業務を行なう役員に係るものであるときはそれらの者が法第32条の４第１項第１号から第４号までに該当しないことを誓約する書面及び第８条第２項第６号（当該変更に係るものに限る。）に掲げる書面、当該変更が業務管理者の変更または事務所の新設に係るものであるときは第８条第２項第２号から第４号まで及び第６号（当該変更に係るものに限る。）に掲げる書類を添附しなければならない。


（廃止の届出） 法第32条の８
	　採石業者は、その登録に係る都道府県の区域内において採石業を廃止したときは、遅滞なく、その旨をその登録をした都道府県知事に届け出なければならない。


（廃止の届出） 規則第８条の５
	　法第32条の８の規定により採石業の廃止の届出をしようとする者は、様式第８による届書を法第32条の登録をした都道府県知事に提出しなければならない。


　注意：　採石業を廃止し、廃止届出をした「採石業者であった者」であっても、その廃止後２年以内　　　　に岩石の採取計画を認可した都道府県知事が、法第33条の17（岩石の採取を廃止した者に　　　　対する災害防止命令）の規定に基づき災害防止命令をかけた場合は、当該命令に係る災害防止　　　　義務が、採石業廃止後も継続する。
（登録の失効） 法第32条の９
	　　採石業者が、その登録に係る都道府県の区域内において採石業を廃止したとき（※１）は、その者に係る第32条の都道府県知事の登録は、その効力を失う。



　解説：（※１）「採石業を廃止したとき」とは、法第32条の８（廃止の届出）の規定に基づく廃止届がなされた場合のみならず、登録をした都道府県知事が廃止の事実を確認した場合も含む。
（登録の取消し等） 法第32条の10
	１　都道府県知事は、その登録を受けた採石業者が次の各号のいずれかに該当するときは、その登録を取り消し、又は６箇月以内の期間を定めてその事業の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。
　一　第32条の４第１項第１号、第３号から第５号まで又は第７号のいずれかに該当することとなったとき。
　二　第32条の４第１項第６号に該当することとなった場合において、その該当することとなった日から２週間を経過してもなお同号に該当しているとき。（※１）
　三　第32条の７第１項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。
　四　第33条の規定に違反して岩石の採取を行つたとき。
　五　第33条の12の規定による認可の取消しを受けたとき。
　六　不正の手段により第32条の登録を受けたとき。
２　都道府県知事は、前項の規定による処分をしたときは、遅滞なく、その理由を示して、その旨を当該処分に係る者に通知しなければならない。


　解説：（※１）第１項第二号は、法第32条の４（登録の拒否）において、事務所ごとに一定の資格を有する者を業務管理者として置かなければならないこととしているが、業務管理者が死亡、解雇等により不存在の状態が２週間以上続いているときは、これを登録の取消し要件とするとともに、業務管理者の常置を義務づけている。
（登録の消除） 法第32条の11
	　都道府県知事は、その登録を受けた採石業者の登録がその効力を失つたときは、その登録を消除（※１）しなければならない。



　解説：（※１）法第32条の９の規定に基づき、登録をした高知県知事が廃止の事実を確認した場合には、当該高知県知事登録は職権で登録の削除を行うこととなる。
（業務管理者の義務等） 法第32条の12
	１　業務管理者は、岩石の採取に伴う災害の防止に関し経済産業省令で定める職務を誠実に行なわなければならない。
２　岩石の採取に従事する者は、業務管理者がその職務を行なうために必要であると認めてする指示に従わなければならない。



（業務管理者の職務） 規則第８条の６
	法第32条の12第１項の経済産業省令で定める業務管理者の職務は、次の各号に掲げるとおりとする。
一　採取計画の作成及び変更に参画①すること。
二　岩石採取場において、認可採取計画に従って岩石の採取及び災害の防止が行われるよう監督②すること。
三　岩石の採取に従事する者③に対する岩石の採取に伴う災害の防止に関する教育の計画の立案若しくは実施又はその監督を行うこと。
四　法第34条の２の帳簿の記載及び法第42条の報告について監督すること。
五　岩石の採取に伴う災害が発生した場合に、その原因を調査し、及びその対策を講ずること。



　解説：①「採取計画の作成及び変更に参画」とは、採石業者が採取計画の作成を行う際、業務管理者　　　　　がその採取計画の企画、立案又は変更について災害防止の観点から意見を述べることである。
　　　　②「監督」とは、他の従業員に対し、第二号から第四号までの事項について、岩石の採取に係る災害防止の観点から必要に応じ指示、命令することである。
　　　　③「岩石の採取に従事する者」には、作業員のみならず採石業者も含まれる。
（業務管理者試験等） 法第32条の13
	１　業務管理者試験（※１）は、岩石の採取に伴う災害の防止に関して必要な知識及び技能について都道府県知事が行なう。
２　業務管理者試験の実施及び第32条の４第１項第６号ロの規定による認定に関し必要な事項は、経済産業省令で定める。



　解説：（※１）試験は毎年全国一斉に実施される。（試験日は、10月第一週の金曜日を予定）
　　　　　　受験を希望する者は、受験したい都道府県（担当課）まで届出ること。
（業務管理者試験） 規則第８条の７
	　業務管理者試験は、毎年少なくとも１回実施するものとし、当該業務管理者試験を施行する場所および期日ならびに受験願書の提出期限は、あらかじめ都道府県の公報で公告しなければならない。



（試験科目等） 規則第８条の８
	　業務管理者試験は、筆記による試験とし、当該試験においては、次に掲げる事項ごとに定める合格基準のいずれにも適合しているときは、合格とする。
　一　岩石の採取に関する法令事項（環境保全関係法令事項を含む。）
　二　岩石の採掘、発破、破砕選別、汚濁水の処理、脱水ケーキ（脱水処理に伴って生ずる湿状の岩石粉をいう。以下同じ。）の処理、廃土及び廃石のたい積並びに採掘終了時の措置に関する技術的な事項


（受験手続） 規則第８条の９
	　業務管理者試験を受けようとする者は、様式第９による受験願書に写真（手札形とし、受験願書提出前６月以内に撮影した正面上半身像で、その裏面に、撮影年月日、氏名及び年令を記載したもの）を添付して都道府県知事に提出しなければならない。


（合格証） 規則第８条の10
	　
　都道府県知事は、業務管理者試験に合格した者に対し、様式第11による合格証を交付するものとする。



（認定の申請） 規則第８条の11
	　
　法第32条の４第１項第６号ロの規定による認定を受けようとする者は、様式第12による申請書に次の各号に掲げる書類を添付して都道府県知事に提出しなければならない。
一 　岩石の採取に従事した期間を記載した書面及びこれを証する書面並びにその期間において岩石の採取に伴う災害を生じさせたことがないことを疎明する書面
　二　鉱山保安法施行規則（平成16年経済産業省令第96号）附則第２条の規定による廃止前の保安技術職員国家試験規則（昭和25年通商産業省令第72号）第４条に規定する上級保安技術職員試験に合格した者にあっては、その合格証の写し
　三　経済産業大臣又は都道府県知事が行う岩石の採取に伴う災害の防止に関する講習の課程を修了した者にあっては、これを証する書面
　四　履歴書（様式第10によるもの）
　五　写真（手札形とし、申請前６月以内に撮影した正面上半身像で、その裏面に、撮影年月日、氏名及び年令を記載したもの）



（認定証） 規則第８条の12
	　
都道府県知事は、法第32条の４第１項第６号ロの規定による認定をしたときは、様式第13による認定証を交付するものとする。



（合格証等の再交付の手続） 規則第８条の13
	　第８条の10の合格証または前条の認定証をよごし、損じ、または失なつてその再交付を受けようとする者は、様式第14による申請書に写真（手札形とし、申請前６月以内に撮影した正面上半身像で、その裏面に、撮影年月日、氏名および年令を記載したもの）を添附して当該合格証または認定証の交付をした都道府県知事に提出しなければならない。



　注意：　この再交付の手続は、合格証等の交付を受けた都道府県知事に対して申請すること。
　　例：　高知県知事の合格証等の交付を受けた者は、高知県知事に。愛媛県知事の交付を受けた者は、　　　　愛媛県知事に申請となる。
採石法登録関係申請書類一覧表
	  　項　　　目
	     　必　　要　　書　　類
	 様式NO
	   　　備　　　考

	登録
（法第32条の２）
（規則第８条）

	　① 採石業者登録申請書
　② 申請者の誓約書
　③ 採石業務管理者の合格証の写し
　④ 採石業務管理者の誓約書
　⑤ 採石業務管理者雇用証明書
　⑥ 採石業務管理者の住民票
　⑦ 法人の登記事項証明書
　⑧ 申請者の役員名簿

　⑨ 申請者の住民票
	  １
  Ａ
  Ｂ
  Ｃ
  Ｄ
	認定者については、認定証
県内在住の場合は省略可
個人の場合は省略
県内在住の場合は省略可



	承　　　 　　継
（法第32条の６）
（規則第８条の３）

	事業譲渡の場合
  ① 採石業承継届書
  ② 採石業者事業譲渡証明書
  ③ 事業の全部の譲渡があったこと
  　 を証する書面
  ④ 誓約書
  ⑤ 法人の登記事項証明書
⑥ 承継人の役員名簿

⑦ 承継人の住民票
	３・４
４の２
  Ａ
　Ｄ
	土地の登記簿謄本､契約書･同意書の写し等
個人の場合は省略
県内在住の場合は省略可



	
	相続の場合
  ① 採石業承継届書
  ② 採石業者相続同意証明書
  ③ 戸籍謄本
  ④ 誓約書
⑤ 承継人の役員名簿

⑥ 承継人の住民票
	３・４
５又は６
  Ａ
  Ｄ
	個人の場合は省略
県内在住の場合は省略可



	
	合併の場合
1 採石業者承継届書
  ② 法人の登記事項証明書
3 誓約書
4 承継人の役員名簿

5 承継人の住民票
	３・４
  Ａ
　Ｄ


	合併の登記をした登記簿
県内在住の場合は省略可

	
	分割の場合
1 採石業者承継届書
2 採石業者事業承継証明書

③ 事業の全部の承継があったこと
  　 を証する書面

④ 法人の登記事項証明書
⑤ 誓約書
6 承継人の役員名簿

⑦ 承継人の住民票
	３・４
６の２

　Ａ

　Ｄ
	分割計画書又は分割契約書の
承継に係る株主総会議事録の写し
分割の登記をした登記簿
県内在住の場合は省略可




	 承継
	
	届出をするのは、承継者Ｃ       （ ３は様式第３を、４は様式第４を表す）


	  例１:Ａ県登録のＣが、Ｂ県登録のＤから承継する場合
	例３:Ｃが、Ａ県登録のＤから承継する
　　　ことで、初めて登録を受ける場合


	
	
	Ａ県
	
	  ４ 
承継
  
	
	Ｂ県
	
	
	

	
	  ３
    Ｃ
	
	   Ｄ
	
	        　 　４
         Ｃ     承継

	
	Ａ県
	
	

	
	
	
	
	
	
	    Ｄ
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	  例２:Ａ県登録のＣが、Ａ県登録のＤから承継する場合
	
	
	

	
	

	
	
	　Ａ県
	
	
	

	
	 ３と４
   Ｃ       承継      Ｄ

	
	


	  　項　　　目
	     　必　　要　　書　　類
	 様式NO
	   　　備　　　考

	登録事項変更届
（法第32条の７）
（規則第８条の４）
	氏名変更の場合
1 登録事項変更届書
2 戸籍抄本
	  ７

	      【個人の場合】
（法人における役員、業務管理者を含む。）


	
	住所変更の場合
1 登録事項変更届書
2 住民票
	  ７

	

	
	法人名称変更の場合
1 登録事項変更届書
2 法人の登記事項証明書
	  ７

	      【法人の場合】
県内在住の場合は省略可

	
	
	    
	
	
	

	 
	法人住所変更の場合
1 登録事項変更届書
②　法人の登記事項証明書
	  ７

	

	
	役員の変更の場合
1 登録事項変更届書
②　法人の登記事項証明書
③　役員の誓約書
④　役員名簿
⑤　役員の住民票
	  ７
  Ｂ
　Ｄ


	

	
	
	注　意
	
	
	
	
	

	
	複数の県で採石業者登録を受けている方は、登録事項に変更があった場合は、その変更に係る県だけでなく採石業者登録を受けている全ての県に変更の届出が必要です。
	
	
	
	

	
	
	
	事務所の名称変更の場合
登録事項変更届書
	  ７
	

	
	
	
	事務所所在地変更の場合
登録事項変更届書
	  ７
	

	
	
	
	事務所の新設の場合
①　登録事項変更届書
②　採石業務管理者の合格証写し
③　採石業務管理者の誓約書
④　採石業務管理者雇用証明書

⑤　採石業務管理者の住民票
	  ７
  Ｂ
  Ｃ
　
	県内在住の場合は省略可

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	

	
	採石業務管理者の変更の場合
1 登録事項変更届書
2 採石業務管理者の合格証写し
3 採石業務管理者の誓約書
4 採石業務管理者雇用証明書

⑤　採石業務管理者の住民票
	  ７
  Ｂ
  Ｃ
　
	県内在住の場合は省略可

	廃止（法第32条の８）
	採石業廃止届書

	  ８

	

	合格証等の再交付
（規則第８条の13）

	1 再交付申請書　
2 写真  １枚
3 申請理由が合格証等の汚損であるときは、その合格証等
	14

	手札形とし､受験願書提出前６月以内に撮影した正面上半身像で､その裏面に､撮影年月日､氏名及び年令を記載したもの

	登録の証明
	証明願（２部提出。１部に高知県収入

証紙420円分を貼る。）
	  Ｅ
	登録通知書を紛失したとき


様式第１（第８条関係）
	

	
	
	
	
	
	
	×整理番号
	
	

	
	
	 　  高知県収入証紙
 　　 はり付け欄
　(消印をしないこと。)

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	×審査結果
	
	

	
	
	
	
	
	×受理年月日
	　  年　 月 　日
	

	
	
	
	
	
	×登録番号
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	                          採石業者登録申請書
                                           　　  　　　　　年　　　月　　　日
 　高知県知事　　　　　　　　　様
                                      住　所
                                  EQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(（ふりがな）),氏名)又は名称及び法人に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　あっては、その代表者のEQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(（ふりがな）),氏名)　　　　　　　　　　
 　採石法第32条の登録を受けたいので、同法第32条の２第１項の規定に基づき、次のとおり申請します。　
１　事務所の名称及びその所在地
２　その事務所に置く業務管理者のEQ \* jc2 \* hps11 \o\ad(\s\up 10(（ふりがな）),氏名)
３　法人にあっては、その業務を行う役員のEQ \* jc2 \* hps11 \o\ad(\s\up 10(（ふりがな）),氏名)



（備考）　１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
          ２　×印の項は、記載しないこと。
          ３　事務所の名称及びその所在地は、登録を受けようとする都道府県の事務所だけでなく　すべての事務所について記載することとする。
様式第３（第８条の３関係）
	

	
	×整理番号
	
	

	
	×受理年月日
	　  年　 月 　日
	

	
	
	
	

	                         採 石 業 承 継 届 書　
                                                 　　　　　　年　　　月　　　日
　 高知県知事　　　　　　　　様
EQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(（ふりがな）),氏名)又は名称及び法人に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　あっては、その代表者のEQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(（ふりがな）),氏名)　　　　　　　　　　
   　　　　　　　　　　　　　
  採石法第32条の６第２項の規定に基づき、次のとおり届け出ます。


	
	承継の原因
	
	

	
	被承継者に
関する事項

	EQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(（ふりがな）),氏名)または名称
	
	

	
	
	法人にあっては、
その代表者のEQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(（ふりがな）),氏名)
	
	

	
	
	住所
	
	

	
	
	法第32条の登録を受けた年月日及び登録番号
	  　　
	

	
	
	事務所の名称及び所在地
	
	

	
	
	業務管理者のEQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(（ふりがな）),氏名)
	
	

	
	承継者に
関する事項

	登録年月日及び登録番号
	      
	

	
	
	事務所の名称及び所在地
	
	

	
	
	業務管理者のEQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(（ふりがな）),氏名)
	
	

	
	
	
	
	

	


（備考）　１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
          ２　×印の項は、記載しないこと。
様式第４（第８条の３関係）
	

	
	×整理番号
	
	

	
	×受理年月日
	　  年　 月 　日
	

	
	
	
	

	採 石 業 承 継 届 書
                                                  　　　　　　年　　　月　　　日
 　高知県知事　　　　　　　　様
                                   　 住　所
EQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(（ふりがな）),氏名)又は名称及び法人に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　あっては、その代表者のEQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(（ふりがな）),氏名)　　　　　　　　　　
  採石法第32条の６第２項の規定に基づき、次のとおり届け出ます。


	
	承継の原因

	
	　


	
	被承継者が法第32条の
登録を受けた年月日
及びその登録番号

	        　　　
　　　　　　　　　　

	

	
	承継者が法第32条の
登録を受けた年月日
及びその登録番号

	
	

	
	
	
	

	


（備考）　１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
          ２　×印の項は、記載しないこと。
様式第４の２（第８条の３関係）
	

	
	×整理番号
	
	

	
	×受理年月日
	 　 年　 月 　日
	

	
	
	
	

	採石業者事業譲渡証明書
                                                 　　　　　　年　　　月　　　日
　 高知県知事　　　　　　　　様
譲り渡した者　EQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(（ふりがな）),氏名)又は名称及び法人に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　あっては、その代表者のEQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(（ふりがな）),氏名)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　
　譲り受けた者　EQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(（ふりがな）),氏名)又は名称及び法人に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　あっては、その代表者のEQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(（ふりがな）),氏名)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　
　次のとおり採石業者の事業を全部の譲渡しがありましたことを証明します。
１　譲り渡した者の登録年月日及び登録番号
２　譲り渡しの年月日



（備考）　１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
          ２　×印の項は、記載しないこと。
様式第５（第８条の３関係）
	

	
	×整理番号
	
	

	
	×受理年月日
	　  年　 月 　日
	

	
	
	
	

	採石業者相続同意証明書
                                            　　　　　　　　年　　　月　　　日
　高知県知事　　　　　　　　様
                                   　　住    　所
                                   　　証明者EQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(（ふりがな）),氏名)　 　                      　   
　次のとおり採石業者について相続がありましたことを証明します。
１　被相続人のEQ \* jc2 \* hps11 \o\ad(\s\up 10(（ふりがな）),氏名)及び住所
２　登録の年月日
３　登録番号
４　採石業者の地位を承継するものとして選定された者のEQ \* jc2 \* hps11 \o\ad(\s\up 10(（ふりがな）),氏名)及び住所
５　相続開始の年月日



（備考）　１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
          ２　証明者EQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(（ふりがな）),氏名)の項は、採石業者の地位を承継するものとして選定された者以外の相続人
　　　　　　全員が記載すること。
          ３　×印の項は、記載しないこと。
様式第６（第８条の３関係）
	

	
	×整理番号
	
	

	
	×受理年月日
	　  年　 月 　日
	

	
	
	
	

	採石業者相続証明書
                                        　
                                       　 　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　高知県知事　　　　　　　　様
                                   　　住　所
                                   　　証明者EQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(（ふりがな）),氏名)　                        　     
　次のとおり採石業者について相続がありましたことを証明します。
１　被相続人のEQ \* jc2 \* hps11 \o\ad(\s\up 10(（ふりがな）),氏名)及び住所
２　登録の年月日
３　登録番号
４　採石業者の地位を承継した者のEQ \* jc2 \* hps11 \o\ad(\s\up 10(（ふりがな）),氏名)及び住所
５　相続開始の年月日



（備考）　１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
          ２　証明者は、２人以上とすること。
          ３　×印の項は、記載しないこと。
様式第６の２（第８条の３関係）
	

	
	×整理番号
	
	

	
	×受理年月日
	 　 年　 月 　日
	

	
	
	
	

	採石業者事業承継証明書
                                                 　　　　　年　　　月　　　日
　 高知県知事　　　　　　　　様
被承継者　名称及び代表者のEQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(（ふりがな）),氏名)　　　　　　　　　　　
                                    　　　　住所
承継者  　名称及び代表者のEQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(（ふりがな）),氏名)　　　　　　　　　　　
                                    　　　　住所
　次のとおり分割により採石業者の事業の全部の承継がありましたことを証明します。
１　被承継者の登録の年月日及び登録番号
２　承継の年月日



（備考）　１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
          ２　×印の項は、記載しないこと。
様式第７（第８条の４関係）
	

	
	×受理年月日
	　  年 　月 　日
	

	
	×登録番号
	　 
	

	
	
	
	

	登録事項変更届書
                                   　          　　　　　　　年　　　月　　　日
　高知県知事　　　　　　　　様
                                     住　所
氏名又は名称及び法人にあ
                                     っては､その代表者の氏名                            　
　採石法第32条の７第１項の規定に基づき、次のとおり届け出ます。
１　変更事項の内容

	
	従　前　の　内　容
	変　更　後　の　内　容
	　
　　

	
	
	
	

	
	
	
	

	２　変更の年月日
３　変更の理由



（備考）　１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
          ２　×印の項は、記載しないこと。
　　　　　３　法人の業務を行う役員若しくは業務管理者の変更又は事務所の新設に係る変更であるときは、当該役員又は業務管理者の氏名にふりがなを付すこと。
様式第８（第８条の５関係）
	

	
	×整理番号
	
	

	
	×受理年月日
	　  年　 月 　日
	

	
	
	
	

	                        採　石　業　廃　止　届　書
                                 　           　　　　　　　年　　　月　　　日
　高知県知事　　　　　　　　様
                                     住　所
                                     氏名又は名称及び法人にあ
                                     っては､その代表者の氏名                            　　　
　採石法第32条の８の規定に基づき、次のとおり届け出ます。
１　登録の年月日及び登録番号
２　事業を廃止した年月日
３　事業を廃止した理由



（備考）　１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
          ２　×印の項は、記載しないこと。
様式第９（第８条の９関係）
	

	
	×整理番号
	
	

	
	×受理年月日
	　　　年 　月 　日
	

	
	×試験の結果
	
	

	
	
	
	

	受　　験　　願　　書
                                      　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　高知県知事　　　　　　　　　様
                                    　　　　　氏名         　　　        
　　採石業務管理者試験を受けたいので、採石法施行規則第８条の９の規定に基づき、

　申請します。

	
	住　　　　　　所

	〒      －

	

	
	EQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(（ふりがな）),氏名)及び生年月日

	
	

	
	
	
	

	


	    
	高知県収入証紙
はり付け欄
（消印をしないこと）


	
	写　　　真
はり付け欄
（手札形とし、受験願書提出前６月以内に撮影した正面上半身像で、その裏面に、撮影年月日、氏名及び年令を記載したもの）
	
	


　（備考）１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２　×印の項は、記載しないこと。
様式第10（第８条の９、第８条の11関係）
	履　　　歴　　　書


	
	住　　　　　所
	
	

	
	氏　　　　　名
	
	

	
	生　年　月　日
	
	

	
	学　　　　　歴
	
	

	
	職　　　　　歴
	
	

	
	賞　　　　　罰
	
	

	
	
	
	

	　上記のとおり相違ありません。
年　　　月　　　日
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏　名    　       　　　　　　



（備考）　１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
          ２　職歴には、採石業に関するものを特に詳細に記載すること。
様式第11（第８条の10関係）
	採 石 業 務 管 理 者 試 験 合 格 証
　　　　　　　　　　　　　　　　
　 第　　　　号 

　　　　　　　　　　　　　　　　
                        　　　　　　　 氏　　名　　   　
　　                           　
                        　　　　　　　 生年月日    

　 採石法第32条の13第１項の規定に基づく採石業務管理者試験に合格したことを証する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　
   　　年　　月　　日
                      　　　　　　　　　　　高知県知事　　　　　　　　　　㊞
　



（備考）　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
様式第12（第８条の11関係）
	

	
	
	
	
	
	
	×整理番号
	
	

	
	
	 　  高知県収入証紙
 　　 はり付け欄
　(消印をしないこと。)

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	×受理年月日
	年　 月 　日
	

	
	
	
	
	
	×認定の結果
	　
	

	
	
	
	
	
	×認定年月日
	年　 月 　日
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	採石業務管理者認定申請書
                                           　　  　　　　　　年　　　月　　　日
 　高知県知事　　　　　　　　　様
                                      住所
氏名　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　採石業務管理者としての知識及び技能の認定を受けたいので、採石法施行規則第８条の11の規定に基づき、申請します。　



（備考）　１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
          ２　×印の項は、記載しないこと。
様式第13（第８条の12関係）
	採 石 業 務 管 理 者 認 定 証
　　　　　　　　　　　　　　　　
　 第　　　　号 

　　　　　　　　　　　　　　　　
                        　　　　　　　 氏　　名　　   　
　　                           　
                        　　　　　　　 生年月日    

　 採石法第32条の４第１項第６号ロの規定に基づき、採石業務管理者としての知識及び　技能を有するものと認定する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　
   　　年　　月　　日
                      　　　　　　　　　　　高知県知事　　　　　　　　　　㊞
　



（備考）　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
様式第14（第８条の13関係）
	

	
	×整理番号
	
	

	
	×受理年月日
	  年　 月 　日
	

	
	×再交付年月日
	  年　 月　 日
	

	
	
	
	

	再　交　付　申　請　書
     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　高知県知事　　　　　　　　様
                                     住　所
                                     氏　名                             　　　　　(
　採石業務管理者試験合格証・認定証の再交付を受けたいので、採石法施行規則第８条の13の規定に基づき、申請します。


	
	生年月日
	  　　　　　
	

	
	合格証・認定証
の番号
	
	

	
	理由

	
	

	
	
	
	

	


（備考）　１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
          ２　×印の項は、記載しないこと。
          ３　「合格証・認定証」は、いずれか一方を消すこと。
様式Ａ（申請者が法人の場合）
誓　約　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　高知県知事　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称及び
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　当社及び当社の役員は、採石法第32条の４第１項第１号から第５号まで及び第７号に規定されている欠格要件に該当しないものであることを誓約します。

　なお、当社及び当社の役員が採石法第32条の４第１項第４号及び第７号に定める採石業登録の拒否要件に該当するか否かを、役員の氏名、生年月日及び性別をもって高知県知事が高知県警察本部長へ照会することに異議はありません。
（注）該当者全てを記した役員名簿「様式Ｄ」を添付すること。
様式Ａ（申請者が個人の場合）
誓　約　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
                                                             　
　高知県知事　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　EQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(フリ),氏)　　EQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ガナ),名)　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生年月日

　　　　　　　　　　　　　性　　別　　　男　・　女
　私は、採石法第32条の４第１項第１号から第４号まで及び第７号に規定されている欠格要件に該当しないものであることを誓約します。
なお、私が採石法第32条の４第１項第４号及び第７号に定める採石業登録の拒否要件に該当するか否かを、氏名、生年月日及び性別をもって高知県知事が高知県警察本部長へ照会することに異議はありません。

様式Ｂ（採石業務管理者）
誓　約　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　高知県知事　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　EQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(フリ),氏)　　EQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ガナ),名)　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
性　　別　　　男　・　女
　私は、採石法第32条の４第１項第１号から第４号まで及び第７号に規定されている欠格要件に該当しないものであることを誓約します。
なお、私が採石法第32条の４第１項第４号及び第７号に定める採石業登録の拒否要件に該当するか否かを、氏名、生年月日及び性別をもって高知県知事が高知県警察本部長へ照会することに異議はありません。
様式Ｂ（役員）
誓　約　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　高知県知事　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　EQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(フリ),氏)　　EQ \* jc2 \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ガナ),名)　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
性　　別　　　男　・　女
　私は、採石法第32条の４第１項第１号から第４号まで及び第７号に規定されている欠格要件に該当しないものであることを誓約します。
なお、私が採石法第32条の４第１項第４号及び第７号に定める採石業登録の拒否要件に該当するか否かを、氏名、生年月日及び性別をもって高知県知事が高知県警察本部長へ照会することに異議はありません。

様式Ｃ
採石業務管理者雇用証明書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　高知県知事　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称及び
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者の氏名                               　  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　次の者は、採石業務管理者として、下記事務所に従事していることを証明します。
記
	事務所の名称

及び所在地

	採石業務管理者

のEQ \* jc2 \* hps11 \o\ad(\s\up 10(フリガナ),氏名)

	生年月日
（和暦）
	性別

	合格証番号
又  は
認定証番号
	区 　　　分

	
	
	
	
	
	本人
	役員
	従業員

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（備考）「区分」の欄は、該当の箇所に○印を記入すること。
様式Ｄ
役　員　名　簿
年　　　月　　　日　
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称及び
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

	№
	役職名等
	フリガナ
	生年月日（和暦）
	性別
	備考

	
	
	氏　　名
	
	
	

	1
	
	
	
	男・女
	

	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	男・女
	

	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	男・女
	

	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	男・女
	

	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	男・女
	

	
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	男・女
	

	
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	男・女
	

	
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	男・女
	

	
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	男・女
	

	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	男・女
	

	
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	男・女
	

	
	
	
	
	
	


（備考）1　フリガナ、生年月日等、記載もれがないようにしてください。
２　「役員」とは、株式会社の取締役、合名会社及び合資会社の業務執行社員、公益法人の理事、協同組合の理事等をいい、業務の監査に当たる者例えば株式会社の監査役、組合の監事等は含まれません。
３　[備考]欄には、「新規」「変更」「承継」及びその他必要な事項を記入してください。
様式Ｅ
証　明　願
                                         　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　高知県知事　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　            　　　　　　　　　
　採石法第32条の３の規定に基づき、下記のとおり採石業の登録を受けていることを証明願います。
記
	登録番号
	高知県登録　　第　　　　　号

	登録年月日
	

	氏名又は名称及び
法人にあっては、
その代表者の氏名
	

	住所
	

	事務所の名称
	

	事務所所在地
	

	採石業務管理者氏名
	

	業務を行う
役員の氏名

	


　上記のとおり登録をしていることを証明する。
　　　　　年　　　月　　　日
                　　　　　　　　   　　　高知県知事　　　　　　　
様式Ｆ
                                    　　　　　　　　　　　第　　　号
                                     　 　　　　　　　　　　　　 年　月　日
　
　　　　　　　　　　　　　様
高知県知事　　　　　　　　　　　　　
採石業者登録について
　　年　月　日付けで申請（届出）のありました上のことについて、下記のとおり採石業者登録簿に登録しましたので、通知します。
　なお、下記の登録事項に変更があった場合は、遅滞なく登録事項変更届出書等を提出してください。
記
１  登録番号
　　　高知県採石登録第　　　号
２  登録年月日
 　　 　　　年　　月　　日
３　氏名又は名称
　　　
４　住所
　　　
５　代表者の氏名
　　　
６　業務を行う役員の氏名
　　　
７　事務所の名称
　　　
８　事務所の所在地
　　　
９　採石業務管理者の氏名
　　　
様式Ｇ
                                 　第 　　号
                                     　 　　　　　　　　　　　　 年　月　日
　
　　　　　　　　　　　　　様
高知県知事　　　　　　　　　　　　　
採石業者登録の取消しについて
　　採石法第32条の10の規定により、下記のとおり採石業者登録簿の登録を取消しましたので、通知します。
　
記
１  登録番号
　　　　高知県採石登録第　　　号
２　氏名又は名称
　　　
３  取消しを決定した年月日
 　　 　　　年　　月　　日
　　　
４　取消しの理由
　　　
５　その他　
（教　示）
１　この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、行政不服審査法の規定に基づき、高知県知事に対して審査請求をすることができます（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。）。
２　この処分については、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、行政事件訴訟法の規定に基づき、高知県を被告として（訴訟において高知県を代表する者は、高知県知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に審査請求をした場合には、その審査請求に対する決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、その決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、その決定の日の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。
様式Ｈ
                                    　　　　　　　　　　　第　　　号
                                     　 　　　　　　　　　　　　 年　月　日
　
　　　　　　　　　　　　　様
高知県知事　　　　　　　　　　　　　
採石事業の停止について
　　採石法第32条の10の規定により、下記のとおり採石事業の停止を命じます。
　
記
１  登録番号
　　　高知県採石登録第　　　号
２　氏名又は名称
　　　
３  事業停止の期間
 　　 　　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで
　　　
４　事業停止の理由
　　　
５　その他　
（教　示）
１　この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、行政不服審査法の規定に基づき、高知県知事に対して審査請求をすることができます（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。）。
２　この処分については、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、行政事件訴訟法の規定に基づき、高知県を被告として（訴訟において高知県を代表する者は、高知県知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に審査請求をした場合には、その審査請求に対する決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、その決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、その決定の日の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。
様式Ｉ
                                    　　　　　　　　　　　第　　　号
                                     　 　　　　　　　　　　　　 年　月　日
　
　　　　　　　　　　　　　様
高知県知事　　　　　　　　　　　　

　
採石事業の一部停止について
　　採石法第32条の10の規定により、下記のとおり採石事業の一部停止を命じます。
　
記
１  登録番号
　　　高知県採石登録第　　　号
２　氏名又は名称
３　停止する事業
　　　
４  事業停止の期間
 　　 　　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで
　　　
５　事業停止の理由
　　　
６　その他　
（教　示）
１　この処分について不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に、行政不服審査法の規定に基づき、高知県知事に対して審査請求をすることができます（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。）。
２　この処分については、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、行政事件訴訟法の規定に基づき、高知県を被告として（訴訟において高知県を代表する者は、高知県知事となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内に審査請求をした場合には、その審査請求に対する決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、その決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、その決定の日の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。

